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  １．政策委員会委員の就退任

　令和5年3月19日、日本銀行副総裁　雨
あまみや

宮 正
まさよし

佳および同副総裁　若
わ か た べ

田部 昌
まさ

澄
ずみ

が任期満了により退任した。翌3月20日、日本銀行理事 内
う ち だ

田 眞
しんいち

一および氷
ひ み

見野
の

 
良

りょうぞう

三が同副総裁に就任し、政策委員会委員となった。
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内田　眞一　新副総裁の紹介

昭和37年8月22日生
出身地  東京都

昭和61年 3月 東京大学法学部卒業

61年 4月 日本銀行入行

平成19年 5月 企画局参事役

20年 7月 総務人事局参事役

22年 7月 新潟支店長

24年 5月 企画局長

29年 3月 名古屋支店長

30年 4月 日本銀行理事

令和 4年 4月 　　 〃 　　（再任）

5年 3月20日日本銀行副総裁
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氷見野　良三　新副総裁の紹介

昭和35年4月25日生
出身地  富山県

昭和58年 3月 東京大学法学部卒業

58年 4月 大蔵省入省

平成15年 10月 バーゼル銀行監督委員会事務局長

18年 7月 金融庁監督局証券課長

19年 7月 金融庁監督局銀行第一課長

21年 7月 金融庁監督局総務課長

22年 7月 金融庁総務企画局参事官

24年 7月 金融庁総務企画局審議官

28年 7月 金融庁金融国際審議官

令和 2年 7月 金融庁長官

3年 9月 東京大学公共政策大学院客員教授

4年 1月 （株）ニッセイ基礎研究所総合政策研究部

　　　エグゼクティブ・フェロー

5年 3月20日日本銀行副総裁
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２．議決事項

（１）金融政策決定会合関係  

◆金融市場調節方針の決定に関する件（3月9・10日）

　本委員会は、令和5年3月9・10日の金融政策決定会合において、以下のとおり
決定した。

1.　次回金融政策決定会合までの金融市場調節方針を下記のとおりとすること。
　

記

 （1�）日本銀行当座預金のうち政策金利残高に▲0.1％のマイナス金利を適用
する。

　　　
 （2�）10年物国債金利がゼロ％程度で推移するよう、上限を設けず必要な金額
の長期国債の買入れを行う。

2.�　1.�に関し、長短金利操作の運用として、長期金利の変動幅を「±0.5％程度」
とし、10年物国債金利について金額を無制限とする0.5％の利回りでの固定利
回り方式の国債買入れ（指値オペ）を、明らかに応札が見込まれない場合を
除き、毎営業日、実施すること。また、1.の金融市場調節方針と整合的なイー
ルドカーブの形成を促すため、大規模な国債買入れを継続するとともに、各
年限において、機動的に、買入れ額の増額や指値オペを実施すること。
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◆資産買入れ方針の決定に関する件（3月9・10日）

　本委員会は、令和5年3月9・10日の金融政策決定会合において、長期国債以外
の資産の買入れについて、下記のとおりとすることを決定した。
　

記
　
1.�　ETFおよびJ-REITについて、それぞれ年間約12兆円、年間約1,800億円に
相当する残高増加ペースを上限に、必要に応じて、買入れを行う。

2.�　CP等は、約2兆円の残高を維持する。社債等は、感染症拡大前と同程度のペー
スで買入れを行い、買入れ残高を感染症拡大前の水準（約3兆円）へと徐々に
戻していく。ただし、社債等の買入れ残高の調整は、社債の発行環境に十分
配慮して進めることとする。
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◆「当面の金融政策運営について」の公表に関する件（3月9・ 
10日）

　本委員会は、令和5年3月9・10日の金融政策決定会合において、当面の金融政
策運営について別紙のとおり公表することを決定した。
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◆金融政策決定会合の議事要旨（2023年1月17、18日開催分）に
関する件（3月9・10日）

　本委員会は、令和5年3月9・10日の金融政策決定会合において、金融政策決定
会合の議事要旨（2023年1月17、18日開催分）注1）を承認した。

注1）　インターネット・ホームページをご参照ください（3月15日公表）。
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（２）通常会合関係  

◆参与の推薦に関する件（2月28日）

　本委員会は、令和5年2月28日、日本銀行法第23条第4項の規定に基づき、財務
大臣に対し、加藤 勝彦 氏を参与に推薦することを決定した注2）（4月1日、財務
大臣より任命）。

◆タイ中央銀行との間の外国為替の売買に係る取極の期限延長等
に関する件（2月28日）

　本委員会は、令和5年2月28日、タイ中央銀行との間の外国為替の売買に係る
取極の期限延長等に関して決定した注3）注4）。

注2） 　本件は、本委員会で2月中に決定したものですが、財務大臣による任命後に発刊さ
れる月報に掲載する扱いとしました。

注3）　インターネット・ホームページをご参照ください（3月30日公表）。
注4） 　本件は、本委員会で2月中に決定したものですが、スワップ取極を延長した旨の対

外公表後に発刊される月報に掲載する扱いとしました。
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◆「日本銀行の当座預金取引または貸出取引の相手方に関する選
定基準」の一部改正等に関する件（3月3日）

　本委員会は、令和5年3月3日、下記の1．から3．までの諸規程をそれぞれ別紙1
から別紙3までのとおり一部改正し、本年3月31日から実施することを決定した。

記

1．「日本銀行の当座預金取引または貸出取引の相手方に関する選定基準」
　（平成31年3月26日決定）注5）   ・・・・・・・・・・・・・・・・・・別紙1

2．「国債振替決済制度の参加者口座および顧客口座の開設基準ならびに間接
　参加者および外国間接参加者の承認基準」（平成15年1月7日決定）注6）

　・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・別紙2

3．「代理店の設置等に関する基本要領」（平成12年6月30日決定）注7）

　・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・別紙3

注5） 　「日本銀行の当座預金取引または貸出取引の相手方に関する選定基準」の全文につ
いては、インターネット・ホームページをご参照ください。

注6） 　「国債振替決済制度の参加者口座および顧客口座の開設基準ならびに間接参加者お
よび外国間接参加者の承認基準」の全文については、インターネット・ホームペー
ジをご参照ください。

注7） 　「代理店の設置等に関する基本要領」の全文については、インターネット・ホーム
ページをご参照ください。
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◆理事の推薦に関する件（3月10日）

　本委員会は、令和5年3月10日、日本銀行法第23条第4項の規定に基づき、財務
大臣に対し、中島 健至を理事に推薦することを決定した（3月20日、財務大臣
より任命）。

◆「2023年度の考査の実施方針等について」に関する件（3月 
14日）

　本委員会は、令和5年3月14日、2023年度の考査の実施に関する重要事項とし
て「2023年度の考査の実施方針等について」注8）を定め、対外公表することを決
定した。

◆政策委員会月報（令和5年2月）に関する件（3月14日）

　本委員会は、令和5年3月14日、政策委員会月報（令和5年2月）を承認した。

注8）　インターネット・ホームページをご参照ください。
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◆第139回事業年度（令和5年度）経費予算の作成等に関する件
（3月17日）

　本委員会は、令和5年3月17日、第139回事業年度（令和5年度）経費予算の作
成等について、別紙のとおり決定した。
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◆2023年度不動産その他の重要な財産の取得または処分に関す
る件（3月17日）

　本委員会は、令和5年3月17日、2023年度不動産その他の重要な財産の取得ま
たは処分に関し決定した。

◆議長の職務を代理する者の決定に関する件（3月20日）

　本委員会は、令和5年3月20日、日本銀行法第16条第5項の規定に基づき、政策
委員会議長 黒田東彦委員に事故がある場合に議長の職務を代理する者および代
理する場合の順位を以下のとおりとすることを決定した。

氷見野　良三 委員　　第一順位
内 田　 眞 一 委員　　第二順位

◆氷見野副総裁の兼職を承認する件（3月20日）

　本委員会は、令和5年3月20日、「役員の兼職に関する特則」2．（2）イ．に基
づき、氷見野副総裁について次の兼職を承認することを決定するとともに、同
一の職に再任される場合は、その兼職を承認することを決定した。

兼   職   名 報酬の有無 任  期

金融安定理事会・基準実施に係る常設委員会議長 無 2年
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◆2023年度における中期経営計画（2019～2023年度）に関連し
た事項に関する件（3月31日）

　本委員会は、令和5年3月31日、2023年度の定員（常勤職員数の最高限度）を
4,900人とすることを決定した。

◆預金保険機構運営委員会の会議に出席する日本銀行理事を指名
する件（3月31日）

　本委員会は、令和5年3月31日、預金保険法（昭和46年法律第34号）第21条第4
項に規定する日本銀行政策委員会が指名する日本銀行の理事を高口 博英とする
ことを決定した。
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３．報告事項

●金融経済教育に関する活動報告および最近の動向（情報サービス
局）

●金融機関の業務運営動向とリスクの状況に関する定例報告（金融
機構局）

●本行出資証券の電子化（政策委員会室、文書局）



令和5年4月25日

編集兼発行者 日本銀行政策委員会室長

東京都中央区日本橋本石町２の１の１
電話 03-3279-1111（代表）

発行所 日 本 銀 行

千 田 　英 継

日本銀行政策委員会月報（第878号）

本月報に関する照会は、日本銀行政策委員会室（03-3277-3680〈直通〉）までお寄せください。


